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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、人口減少・高齢化，人口移動の影響に直面してきた日本の地方自治
体における持続可能な自治のあり方を示すことにある。
 主たる分析結果は次のとおりである。１）人口縮減が先行するような地域では、次世代を担う年齢層では移住
者が主流になりつつあり、その統合が急務である。２）行政が集落の現状把握と自治の再構築に努めるととも
に、議会に移住者などの新しい利益を集約するべく制限連記式投票制の導入などを検討すべきである。３）今後
予想される自治体間で人口を奪い合う事態を回避するために、二重の住民登録は真剣な考慮の対象となる。ただ
し、その実施には制度的な課題の解消が欠かせない。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to show how sustainable self-government can be 
established in Japanese local governments facing the effects of population decline, aging, and 
migration.
   The main findings of the analysis are as follows: 1) in areas where population decline has 
occurred, migrants are becoming the mainstream of the next generation, and their integration is 
urgently needed; 2) the local government should make efforts to survey the current situation of 
hamlets and rebuild self-government, and consider introducing limited voting to consolidate new 
interests such as migrants in the town council; and 3) to avoid the expected population competition 
among municipalities in the future, double registration of residents should be seriously considered.
 However, the resolution of institutional issues is essential for their implementation.

研究分野： 農業経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、少子高齢化に直面する地方自治のうちとりわけ住民自治の現状と今後のあり方を検討し
た点にある。中山間地域を中心としたこれらの自治研究では、もっぱら、集落自治に関心が集中しており、住民
自治(自治体全体の自治）についての研究蓄積が乏しい状況にあった。そこで、本研究では、集落自治が脆弱化
する状況下での住民自治の現状と今後のあり方を分析対象とした。また、この分析結果から人口構成の変化や移
動の動向を踏まえて、集落自治と住民自治をいかに整合的に再編するかを展望し、地域社会で実践しうる提言を
示した。ここに社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究がフィールドとする中山間地域では、人口の減少が加速し、限界集落問題が提起される

ようになると集落の自治の立て直しが重要な研究対象となってきた。大野晃（1991）が提唱した
限界集落を皮切りに、集落自治の現状やあり方は繰り返し検討されてきた。例えば、小田切徳美
（2009）や藤山浩他（2011）は小さな自治組織、すなわち、集落の連合体を想定し、林・齋藤・
江原（2010）や作野（2006）は農村撤退や「むらおさめ」を主張している。徳野（2007）や山
下（2014）は他出子を含む集落再生を論じている。なかでも、小さな自治組織論は政策論にも積
極的に取り込まれ、実践されてきた。 
これに対して、住民と議会・行政を繋ぐ住民自治の分析は極めて手薄な状況にある。この研究

は政治学の領域にある。政治学においてこれまでこの住民自治の分析が欠落してきたかといえ
ば、そうではない。例えば、三宅一郎他（1981）では、地域の自治をフィールド調査に基づいて
包括的に捉えて、議会政治や行政活動へと繋ぐ研究スタイルを取っている。かつては、このよう
に地域にフィールドを設定した実証分析は政治学の主流ともいえる位置づけにあった。しかし、
その後は計量政治学に流れが移るとともに、地域を対象とした分析は大きくその数を減らした
のである。また、農業経済学や社会学がこれを補った経緯もない。その結果、農村自治の分析に
おいて住民自治の分析は現在いわば“空白地帯”になっている。 
そこで、本研究では中山間地域の自治問題を集落（コミュニティ）自治と住民自治の２つの側

面に切り分け、その現状と今後の持続性に迫ることにした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、人口減少・高齢化，人口移動の影響に直面してきた，あるいは直面するであ
ろう日本の地方自治体における持続可能な自治のあり方を示すことにある。 
 
３．研究の方法 
 研究では、まず、中山間地域の地方自治の実態を明らかにするためのフィールドを高知県大豊
町に定めた。大豊町は四国地方のほぼ中央に位置する農山村の町である。1955 年には 2 万人を
超えていた人口は 3000 人余りに減少し，高齢化率はすでに 6 割近い。この町は人口減少・高
齢化，人口移動の影響という点では国内で最も厳しい状況に直面している自治体のひとつであ
り，日本が直面する問題を先取りする事例と位置づけることができる。この町は，大野晃が「限
界集落」という概念を生み出したフィールドのひとつであり（大野 1991），2005 年という早い
時点に国内で初めての人口の半数が高齢者となった自治体のひとつである。その後，高齢化は減
速したものの，現在でもその比率は高く，2020 年時点でも全国の市区町村の中で 7 位の水準に
ある。大豊町の来し方と現状は，これから急激な人口減少・高齢化に見舞われる日本の自治体の
行く末でもある。 
 本研究の研究方法には３つの特徴がある。その第１は学際性である。中山間地域における集落
自治と住民自治の両面を統一的な視点から分析するために、政治学、行政学、農村社会学、農村
経済学を束ねた学際的アプローチを採った。 
 第２の特徴は、３層に渡るアンケート調査である。ここで、３層とは住民（有権者）、区長、
町議会議員を指す。また、区長とは地区（集落）の代表者である。この調査は悉皆調査であり、
集落自治と住民自治の現状や両者がどのよう関係しているかを明らかにするための問いが設け
られた。アンケートの質問票は https://www.yuhikaku.co.jp/books/detail/9784641149502 か
ら参照できる。 
 この３層のアンケート調査は、２つの自治を包括的に把握できる手法ではあるものの、あくま
で一時点（2019 年）の町の状況を切り取ったものであり、横断的側面しか観察できないという
限界がある。そこで、本研究では集落自治と住民自治がどのように変容してきかを捉えるために
時系列的な変化を追跡した。これが第３の特徴である。この時系列分析では、町議会の議事録と
陳情書の分析対象とした。議会議事録の分析では 1994 年以降の議事録を電子化し、地域への言
及割合を算出した。また、住民による町議会に対する陳情は、1983 年以降のデータを整理して、
住民や集落と議会の関係を検討した。 
 
４．研究成果 
 研究成果は、飯國芳明・上神貴佳編著（2024）『人口縮減・移動社会の地方自治』有斐閣に集
約し、出版した。以下、その概要をまとめる。 
 まず、集落自治についてである。大豊町では、高度成長期の人口流出が町の自然・社会的な条
件さらには国の政策の変更と相俟って著しい人口減少と高齢化を引き起こしてきた。現在，高齢
化率が 50％ を越える集落数は全体の 9 割弱を占める。また，9 歳未満の子どもがいない集落
数は既に 6 割を超え，集落の存亡が問われる状況となっている（図１参照）。 
 
 



 
図１ 集落別にみた 9 歳未満の人口 

 
 こうした厳しい状況の下で、大豊町の住民，区長に対する悉皆調査からは，住民による集落の
共同活動は現在のところ維持されているものの，今後は集落での道路の維持管理作業等が困難
となり，将来的には共同活動は持続できなくなる可能性が明らかになった。また，その状況に対
して過半数の集落は活動規模を縮小して自分たちだけで続ける意向である。大豊町は集落の共
同活動の衰退を防ぐために，集落間の連携を促す事業を導入してきた。しかし，集落の活動水準
の低下やその担い手の不足を解消するまでには至っていない。 
 住民自治については，住民，区長に加えて，議員に対する悉皆調査を実施した。この分析結果
から，住民が役場や議会に接触するには多様なルートがあり，区長や議員を介する間接的なもの
も存在することが確認された。また，大豊町の財政は 2000 年代までの生活基盤整備のための
投資，三位一体改革に伴う地方交付金の大幅な削減によって，2000 年代初頭に財政緊縮を迎え 
た。町の財政危機は全職員の 2 割に及ぶ幹部職員の勧奨退職や投資的経費の大幅削減，団体補
助金の原則廃止など，行政体制に大きく影響した。財政縮減は，人口減少・高齢化により集落自
治が困難となるなかで，地区から議会への要望を萎縮させ，陳情活動を低迷させるなど，住民自
治に負の影響を及ぼしたと考えられる（図２参照）。 

図２ 年代別の陳情書平均提出数 
 
 町議会と地域の関係については，地域による議員擁立の検証，議会議事録にみる地域に関連し
た言及割合や議会に提出された陳情書の質的・量的分析といった多角的な接近から，その弱体化
の過程が鮮明になった。また，住民，区長，議員の三層調査の分析によると，集落活動の停退は
住民による役場や議会に対する働きかけを低調にする効果とともに，議員の地元活動が住民に
よる働きかけを代替することもわかった。 
 このほか、移住者（UIJ ターン者）について，住民調査から，その実態が明らかになった。U 
ターン移住者は回答者の 3 割弱を，また，集落（地区）の代表者である区長の 5 割弱を占めて
おり，集落活動の要となっている。また，I ターン移住者は 30 歳代から 40 歳代の回答者の 
4 割前後を占め，40 歳代ではその比率が既住者や U ターン移住者のそれを超える水準にある
（図 3 参照）。さらに，役場職員では，町外出身者（職員住民）の比率が 4 割を超え，30 歳未
満では 8 割を超す事実が判明した（図４参照）。少子高齢化が極度に進んだ状況で，人口移動は
新たな展開を見せているのである。 
 
 
 
 



 
図３ 住民調査をもとにした人口ピラミッド 

 
 

図４ 2023 年度職員の年齢別・町内外出身者数 
 
 
 こうした移住者の動向を集落自治，住民自治の現状と重ね合わせて考えるとき，これからの大
豊町の自治は移住者抜きでは語れないのは明らかであろう。議会でも移住への関心が着実に高
まっている。議会で最初に「移住」が言及されたのは 2005 年であった。その後，言及割合は増
加の一途を辿り，現在では議会議事録分析で対象とした 21 トピックのうち福祉及び林業に次い
で 3 番目に出現頻度の高いトピックになっている。 
 こうした状況の変化を受けて，大豊町政も新たな自治の形成を促すタイミングにある。しかし，
これまで大豊町では産業振興を優先し，職場を確保することで人口を維持する方針を採り，移住
政策には慎重な姿勢を示し続けてきた。このため，新たな自治像を描き切れていない。 
 その自治像を描き出すためには、まず、行政側からコミュニティ(集落)への歩み寄りを強め、
現状把握と自治の再構築に努める必要がある。また、議会に移住者などの新しい利益を集約する
べく制限連記式投票制の導入や議員のなり手の不足を解消し、多様性を確保するための待遇改
善も検討すべきである。このほか、日本の総人口が今後さらに縮小し、自治体間で人口を奪い合
う事態を回避するためには、二重の住民登録も真剣な考慮の対象となる。ただし、その実施には、
区域、住民、議会・行政を通じた住民自治の一体性をいかに保つのか、制度的に未解決な課題の
解消が前提となる。 
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